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区 分 事務事業 担当課 企画課 No ２－３－１２－３－１２－３－１２－３－１    
項 目 IT 講習会の廃止 

削減金額 （H20～H27 削減金額累計）                  ２０,３７３千円 

内 容 

市民に対し NPO 法人に委託してパソコン技術操作を講習していたが、当初の目標は達成したものと判断し廃止する。 年度 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 合計 推進計画 1/2 減 廃止 → → → → → →  推進実績          金額計画 1,508 2,695 2,695 2,695 2,695 2,695 2,695 2,695 20,373 金額実績           平成平成平成平成 20202020 年度の取組み年度の取組み年度の取組み年度の取組み    

目標 

計画 

平成 20 年度は縮小して実施し、平成 21 年度から完全廃止する。 
課題等 市民や NPO 法人の理解を得る。（了解済み） 
経 過  進捗評価 A 計画以上 B 計画どおり C 計画一部実施等 D 延期・未実施 Ｅ達成・終了 
備 考  
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区 分 事務事業 担当課 企画課 No ２－３－２２－３－２２－３－２２－３－２    
項 目 石見の貴重映像ライブラリー事業の廃止 

削減金額 （H20～H27 削減金額累計）                  ８,０００千円 

内 容 

地域の貴重なものを映像として残すための事業で５年間作成したが、地域の主なものを映像化し終えたのでＨ20 から廃止する。 年度 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 合計 推進計画 廃止 → → → → → → →  推進実績          金額計画 1,000 1,000 1,000 1,000 1,000 1,000 1,000 1,000 8,000 金額実績           平成平成平成平成 20202020 年度の取組み年度の取組み年度の取組み年度の取組み    

目標 

計画 

廃止 
課題等  
経 過  進捗評価 A 計画以上 B 計画どおり C 計画一部実施等 D 延期・未実施 Ｅ達成・終了 
備 考  
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区 分 事務事業 担当課 企画財政部地域政策課 No ２－３－３２－３－３２－３－３２－３－３    
項 目 共創のまちづくり研究所（施設）の廃止 

削減金額 （H20～H27 削減金額累計）                 １２，８００ 千円 

内 容 

平成１５年１０月より４年半、産学官の連携を図り、市民主導のまちづくりを調査・研究する拠点として「共創のまちづくり研究所」を開設していたが、『場所』としての所期の目的を達成したとの判断から平成２０年４月より廃止した。  年度 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 合計 推進計画 廃止 → → → → → → →  推進実績          金額計画 1,600 1,600 1,600 1,600 1,600 1,600 1,600 1,600 12,800 金額実績           平成平成平成平成 20202020 年度の取組み年度の取組み年度の取組み年度の取組み    

目標 

計画 

平成２０年３月末をもって閉鎖。   
課題等 

組織としての理念は継承すべきものであり、引き続いての活動支援は必要。   
経 過  進捗評価 A 計画以上 B 計画どおり C 計画一部実施等 D 延期・未実施 Ｅ達成・終了 
備 考  
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区 分 事務事業 担当課 企画財政部地域政策課 No ２－３－４２－３－４２－３－４２－３－４    
項 目 臨時職員の廃止（２名→１名） 

削減金額 （H20～H27 削減金額累計）                 １４，７６０ 千円 

内 容 

地域づくり振興事業の積極的な利用を促進し、申請者の利便を図るため、臨時職員を２名雇用していたが、繁忙期の課内体制や事務分担等を見直し、１名減とする。    年度 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 合計 推進計画 削減 → → → → → → →  推進実績          金額計画 1,845 1,845 1,845 1,845 1,845 1,845 1,845 1,845 14,760 金額実績           平成平成平成平成 20202020 年度の取組み年度の取組み年度の取組み年度の取組み    

目標 

計画 

２０年度より実施済。   
課題等 

時間外勤務等増加しないよう課内での適切な業務分担と支援体制の構築が必要。   
経 過  進捗評価 A 計画以上 B 計画どおり C 計画一部実施等 D 延期・未実施 Ｅ達成・終了 
備 考  
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区 分 事務事業 担当課 企画財政部 地域政策課 No ２－３－５２－３－５２－３－５２－３－５    
項 目 海外友好都市交流推進事業 

削減金額 （H20～H27 削減金額累計）              ９，５９７ 千円 

内 容 

現在浜田市は、中国 3 都市及びﾌﾞｰﾀﾝ王国と友好関係にあるが、民間交流への支援の充実を図り市民の国際理解をより一層推進するため、行政が行う相互訪問は、相互に訪問する人数や回数の削減を行い、民間が行う市民交流については、金銭的支援を含めサポートを行っていく。 年度 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 合計 推進計画 減額 → → → → → → →  推進実績          金額計画 190 228 1,886 400 2,349 2,258 1,886 400 9,597 金額実績           平成平成平成平成 20202020 年度の取組み年度の取組み年度の取組み年度の取組み    

目標 

計画 

H20 より栄成市随行旅費 190 千円を、H22 より緑化補助金 300 千円を削除。 H21 にﾌﾞｰﾀﾝと新協定書の締結に向けて調整を行う。 H22 より各交流先と 4 年に 1 度の相互訪問とし、人数も 10 名から 5 名に削減を行う。 また H22 より友好協定を背景とした民間交流、民間事業へのサポートを行うため、事業費補助（1 都市 300 千円を目安とした補助金 総額 1,200 千円）の交付を実施する。（緑化事業補助を含む） 
課題等 

交流先との調整や確認書等の作成。市民や交流団体等への周知、理解。 ﾌﾞｰﾀﾝ王国との協定書締結。 （合併前より交流を行っている金城（真如鎮）、三隅（ﾌﾞｰﾀﾝ）自治区にとの調整、協議。） 
経 過  進捗評価 A 計画以上 B 計画どおり C 計画一部実施等 D 延期・未実施 Ｅ達成・終了 
備 考  
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区 分 

事務事業 担当課 企画財政部 税務課 No ２－３－６２－３－６２－３－６２－３－６    
項 目 前納報奨金制度の廃止 

削減金額 （H20～H27 削減金額累計）                  216,000 千円 

内 容 

納税意識の高揚という制度開始当初の目的を達したこと及び個人市民税県民税の特別徴収制度との不公平感があることにより、市民税県民税、固定資産税に係る納期前納付報奨金制度を平成 20 年度から廃止する。 年度 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 合計 推進計画 廃止 → → → → → → →  推進実績          金額計画 27,000 27,000 27,000 27,000 27,000 27,000 27,000 27,000 216,000 金額実績           平成平成平成平成 20202020 年度の取組み年度の取組み年度の取組み年度の取組み    

目標 

計画 

市民税県民税、固定資産税に係る納期前納付報奨金制度を平成 20 年から廃止する。 
課題等 引き続き市民の理解を得るため周知を行う。 
経 過  進捗評価 A 計画以上 B 計画どおり C 計画一部実施等 D 延期・未実施 Ｅ達成・終了 
備 考 

平成 19 年度 当初予算要求額 27,000,000 円 

執行済額    26,362,280 円 

市県民税   5,902,330 円 

固定資産税  20,459,950 円 
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区 分 事務事業 担当課 企画財政部 税務課 No ２－３－７２－３－７２－３－７２－３－７    
項 目 口座振替済通知書の廃止 

削減金額 （H20～H27 削減金額累計）                   11,824 千円 

内 容 

通帳の記帳により振替済みの確認が可能なため、市税及び国民健康保険料について口座振替済額等を記載した口座振替済通知の送付を平成 20 年度より廃止する。 年度 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 合計 推進計画 廃止 → → → → → → →  推進実績          金額計画 1,478 1,478 1,478 1,478 1,478 1,478 1,478 1,478 11,824 金額実績           平成平成平成平成 20202020 年度の取組み年度の取組み年度の取組み年度の取組み    

目標 

計画 

平成 20 年度から送付を廃止する。 
課題等 制度廃止後も引き続き市民の理解を得るため周知を行う。 
経 過  進捗評価 A 計画以上 B 計画どおり C 計画一部実施等 D 延期・未実施 Ｅ達成・終了 
備 考 

 

平成 19 年度口座振替済通知発送件数 47,017 件 

（うち市税分 24,426 件 ただし、軽自動車税分を除く） 

 

必要経費  圧着はがき代    256,473 円（24,426 枚×10.5 円） 

       郵送料      1,221,300 円（24,426 枚×50 円） 

       計計計計                            1,477,7731,477,7731,477,7731,477,773 円円円円    

（１通あたり単価 60.5 円） 
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区 分 

事務事業 担当課 企画財政部 税務課 No ２－３－８２－３－８２－３－８２－３－８    
項 目 口座不能通知の廃止 

削減金額 （H22～H27 削減金額累計）                   3,900 千円 

内 容 

市税及び国民健康保険料について、残高不足等により口座振替ができなかったものに送付している口座不能通知を廃止し、再振替を行い、収納業務における効率化と口座振替機会の増による納税者の利便性向上と収納率の向上を目指す。   ※県内再振替実施市：雲南市、大田市    再振替の口座収納率：40～50％ 年度 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 合計 推進計画 検討 周知 廃止 → → → → →  推進実績          金額計画 0 0 650 650 650 650 650 650 3,900 金額実績           平成平成平成平成 20202020 年度の取組み年度の取組み年度の取組み年度の取組み    

目標 

計画 

≪平成２０年度≫ 次世代システムへの移行協議において、再振替が可能かを検証する。  また、各金融機関との契約内容や実現の可否について協議する。 ≪平成２１年度≫  実施決定後は、広報等により市民への周知を行う。 
課題等 

 再振替によっても口座振替が不能であった者へは督促状が送付されるため、督促手数料納付の理解を得なければならない。  再振替率を向上させるために、市民への充分な周知が必要である。  実施に向け口座振替による収納率を向上させておく必要がある。 
経 過  進捗評価 A 計画以上 B 計画どおり C 計画一部実施等 D 延期・未実施 Ｅ達成・終了 
備 考 

平成 19 年度 口座不能通知発送件数 8,650件（うち市税分 4,756件）  必要経費    納付書印刷経費  230,753 円（市税分のみ）           封筒印刷経費     34,957 円（4,756枚×7.35 円）           郵送料        380,480 円（4,756枚×80 円）            計計計計                            約約約約    646,190646,190646,190646,190 円円円円（１通あたり単価 135.9 円） 
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区 分 事務事業 担当課  No ２－２－２－２－3333－－－－98989898    
項 目 その他運営費補助金の削減 

削減金額 （H20～H27 削減金額累計）                 7,430 千円 

内 容 ・平成１９年度の行政評価の結果に基づき運営費補助金の見直しを行う 年度 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 合計 推進計画 削減 → → → → → → →  推進実績          金額計画 570 980 980 980 980 980 980 980 7,430 金額実績           平成平成平成平成 20202020 年度の取組み年度の取組み年度の取組み年度の取組み    

目標 

計画 

・平成１９年度の行政評価の結果に基づき運営費補助金の見直しを行う（詳細別添） 
課題等  
経 過  進捗評価 A 計画以上 B 計画どおり C 計画一部実施等 D 延期・未実施 Ｅ達成・終了 
備 考  
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区 分 事務事業 担当課  No ２－２－２－２－3333－－－－99999999    
項 目 その他事業費補助金の削減 

削減金額 （H20～H27 削減金額累計）                  30,863 千円 

内 容 ・事業費補助金を見直し削減を図る。 年度 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 合計 推進計画 削減 → → → → → → →  推進実績          金額計画 305 3,744 3,744 4,614 4,614 4,614 4,614 4,614 30,863 金額実績           平成平成平成平成 20202020 年度の取組み年度の取組み年度の取組み年度の取組み    

目標 

計画 

・事業費補助金を見直し削減を図る。（詳細別紙） 
課題等  
経 過  進捗評価 A 計画以上 B 計画どおり C 計画一部実施等 D 延期・未実施 Ｅ達成・終了 
備 考  

 

 

55 億円削減計画個別計画書 


